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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1. 連結計算書類の作成基準

　当社及びその子会社（当社グループ）の連結計算書類は会社計算規則第120条第１項の規定に

より、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠しております。

　なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略してお

ります。

2. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び重要な会社の名称

　子会社11社すべてを連結しており、その主要な会社は以下のとおりであります。

ティアックアメリカ, INC.、ティアックヨーロッパGmbH、東莞ティアック エレクトロニクス

CO.,LTD.、エソテリック株式会社、ティアック マニュファクチャリング ソリューションズ株式

会社、ティアック UK LTD.、ティアック オーディオ（チャイナ）CO., LTD.

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、東莞ティアックエレクトロニクスCO.,LTD.、ティアックセールスアンドト

レーディング（深セン）CO.,LTDの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっ

ては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しています。

4. 会計方針に関する事項

　当社グループは、当連結会計年度より以下の基準書を適用しております。

基準書 基準名 新設・改定の概要

IFRS第16号 リース リースに関する会計処理の改訂

（IFRS第16号「リース」）
　当社グループは、IFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下「IFRS第16号」という。）を

当連結会計年度から適用しております。この基準書の適用にあたり、当社グループは経過措置と

して認められている累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しております。なお、リース

負債を認識する際には、リース負債と同額の使用権資産を認識しているため、期首利益剰余金へ

の影響はありません。

　使用権資産は取得原価で当初測定しており、取得原価は、リース負債の当初測定の金額、当初

直接コスト、原資産の解体並びに除去及び原状回復コストの当初見積額等で構成されておりま

す。使用権資産の認識後の測定として、原価モデルを採用しております。使用権資産は、取得原

価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で、対応する原資産が自社所有であっ

た場合に表示される連結財政状態計算書上の表示項目に含めて表示しております。

　リース負債は、リース開始日現在で支払われていないリース料をリースの計算利子率を用いて

割り引いた現在価値で当初認識しております。リースの計算利子率が容易に算定できない場合

には、追加借入利子率を用いております。リース負債は、リース負債に係る金利を反映するよう

に帳簿価額を増額し、支払われたリース料を反映するように帳簿価額を減額することにより事後

測定しております。
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　移行時の処理として、使用権資産、リース負債は、過去にIAS第17号「リース」（以下、「IAS

第17号」という。）を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについて、IFRS第16

号の適用開始日に認識しております。リース負債は、残存リース料を適用開始日現在の借手の追

加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しております。使用権資産はリース負債と同

額で認識しております。

　なお、当社グループは、IFRS第16号を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しており

ます。

・契約にリースが含まれているか否かについては、IAS第17号及びIFRIC第４号「契約にリー

スが含まれているか否かの判断」のもとでの判断を引き継ぐ

・特性が合理的に類似したリース契約につき単一の割引率を適用

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外

・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、

事後的判断を使用

　当該方法の採用により、2019年４月１日の連結財政状態計算書に使用権資産及びリース負債

1,016百万円を計上しております。

　なお、この修正以外に当基準書の適用による当社グループの業績又は財政状態に対する重要な

影響はありません。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 金融資産

（ｉ）当初認識及び測定

　当社グループは、金融資産について、償却原価で測定する金融資産、純損益又はその他の

包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

　すべての金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産

に分類しております。

・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有すること

を目的とする事業モデルの中で保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシ

ュ・フローが所定の日に生じる。

　償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類して

おります。公正価値で測定する資本性金融商品については、純損益を通じて公正価値で測定

しなければならない売買目的で保有される資本性金融商品を除き、公正価値の事後の変動を

その他の包括利益に表示するという取消不能な選択を行っており、その他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する資本性金融商品に分類しています。また、金融資産は、純損益を通じ

て公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公正価値に取引コストを加算した金

額で測定しております。ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権は取引価格で当初

測定しております。当社グループは、為替変動リスクをヘッジするため、為替予約等のデリ

バティブを利用しておりますが、これらのデリバティブについては契約が締結された日の公

正価値で当初認識しております。
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（ⅱ）事後測定

　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

(a) 償却原価により測定する金融資産

　償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定し

ております。

(b) 公正価値により測定する金融資産

　公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しておりま

す。ただし、資本性金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指

定したものについては、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しております。

なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益の一部として当期の純損益として

認識しております。

（ⅲ）金融資産の減損

　償却原価で測定する金融資産の減損の認識にあたり、当該金融資産に係る予想信用損失に

対して貸倒引当金を認識しております。この方法では、期末日ごとに各金融資産に係る信用

リスクが当初認識時点から著しく増加しているか評価し、当初認識時点から信用リスクが著

しく増加していない場合には、12ヶ月の予想信用損失に等しい金額を貸倒引当金として認識

しております。一方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期

間の予想信用損失に等しい金額を貸倒引当金として認識しております。但し、重大な金融要

素を含んでいない営業債権等については、信用リスクの当初認識時点からの著しい増加の有

無にかかわらず、常に全期間の予想信用損失に等しい金額を貸倒引当金として認識しており

ます。

　なお、信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報の他、

当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報（内部格付、外部格付等）を考慮し

ております。

（ⅳ）金融資産の認識の中止

　金融資産の認識の中止として、当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対

する契約上の権利が消滅する、または金融資産からのキャッシュ・フローを受け取る権利を

移転し、かつ、当社グループが当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべ

てが移転する場合において、金融資産の認識を中止しております。
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② 金融負債

（ⅰ）当初認識及び測定

　金融負債は、契約の当事者となる時点で当初認識し、当初認識時点において、デリバティ

ブを純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に、それ以外の金融負債を償却原価で測定

する金融負債に分類しております。

（ⅱ）事後測定

（a）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は公正価値で測定し、再測定から生じる利

得又は損失は純損益として認識しております。

（b）償却原価で測定する金融負債

　償却原価で測定する金融負債は、実効金利法を使用した償却原価で測定し、支払利息は

純損益として認識しております。

（ⅲ）金融負債の認識の中止

　当社グループは、金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取

消し、又は失効となった場合にのみ、金融負債の認識を中止しております。金融負債の認識

の中止に際しては、金融負債の帳簿価額と支払われた又は支払う予定の対価の差額は純損益

として認識しております。

③ 非金融資産の評価基準及び評価方法

（ｉ）棚卸資産

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方の額で測定されます。原価

は、主として移動平均法により算定されております。製品及び仕掛品の原価は、設計費、原

材料費、直接労務費、その他の直接費並びに正常生産能力等に基づき行われた製造間接費の

配賦額から構成されています。正味実現可能価額は、通常の事業過程における予想売価か

ら、完成までに要する見積原価及び販売に要する見積費用を控除した額です。

（ⅱ）有形固定資産

(a) 認識及び測定

　有形固定資産は、原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計

額を控除した金額で計上されています。取得原価には、その資産の取得に直接付随する全

ての費用を含んでおります。有形固定資産の処分損益は、純損益で認識しています。

(b) 取得後の支出

　取得後の支出は、その支出に関連する将来の経済的便益が当社にもたらされる可能性が

高い場合にのみ資産計上します。他の全ての修繕並びに維持にかかる費用は、発生時に純

損益で認識しています。
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（ⅲ）無形資産

(a) ソフトウェア

　ソフトウェアは原価モデルを適用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で表示しております。

(b) 研究開発費

　研究活動に関する支出は、発生時に費用計上しております。開発活動による支出につい

ては、信頼性を持って測定可能であり、製品又は工程が技術的及び商業的に実現可能であ

り、将来経済的便益を得られる可能性が高く、当社が開発を完成させ、当該資産を使用又

は販売する意図及びそのための十分な資源を有している場合にのみ資産計上しておりま

す。これらの要件を満たさない開発費用は、発生時に費用計上しております。資産計上さ

れた開発費用は当初認識後、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除して表示

しております。

（ⅳ）非金融資産の減損

　棚卸資産及び繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産の帳簿価額は、報告日ごと

に減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可

能価額を見積り、減損テストを実施しております。

　減損テスト実施の単位である資金生成単位については、他の資産又は資産グループのキャ

ッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別

される資産グループの最小単位としております。

　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれ

か高い方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フロー

は、貨幣の時間的価値及び当該資産の固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在

価値に割り引いております。

　全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、全社資産に減損の兆候が

ある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額に基づき減損テストを実施して

おります。

　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に認識して

おります。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、当該単位内の資産に対し、各資産

の帳簿価額の比に基づき配分しております。

　過去の期間に減損損失を認識した資産又は資金生成単位については、過去の期間に認識し

た減損損失の戻し入れの兆候の有無を判断しております。減損損失の戻し入れの兆候が存

在する資産又は資金生成単位については、回収可能価額を見積り、回収可能価額が帳簿価額

を上回る場合に減損損失の戻し入れを行うこととしております。減損損失の戻し入れ後の

帳簿価額は、減損損失を認識しなかった場合に戻し入れが発生した時点まで減価償却又は償

却を続けた場合の帳簿価額を上限としております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（使用権資産を除く。）

　減価償却は、見積残存価額を差し引いた有形固定資産の取得原価を、見積耐用年数にわたり

定額法を用いて減額するように計算しています。

　有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりです。

　建物及び構築物　　　　　　３－50年

　機械装置及び車両運搬具　　４－25年

　工具、器具及び備品　　　　２－15年

　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、各連結会計年度末に見直しを行い、必要に応じて

見直しております。

無形資産

　ソフトウェアは見積耐用年数（５年以内）にわたり定額法で償却しております。

使用権資産

　使用権資産は、リース契約の終了時までに当社グループが所有権を獲得することが合理的に

確実である場合を除き、リース期間又は経済的耐用年数のいずれか短い期間にわたり定額法で

償却しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　引当金は、当社が過去の事象の結果として現在の債務を有しており、当該債務を決済するた

めに経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額について信頼性

のある見積りができる場合に認識しております。

　貨幣の時間的価値の影響が重要である場合、引当金は当該負債に特有のリスクを反映させた

割引率を用いた現在価値により測定しております。

① 製品保証引当金

　製品保証引当金は、過去の製品保証に係るデータを基に起こり得る結果と関連する発生可

能性を加重平均した額に基づき、対象となる物品を販売した時点で認識しています。

② 資産除去債務

　資産の解体・除去費用、原状回復費用及び資産を使用した結果生じる支出に関して引当金

を認識するとともに、当該資産の取得原価に加算しております。
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(4) 従業員給付に係る会計処理の方法

① 確定給付制度

　退職給付に係る負債は、制度ごとに区別して、従業員が過年度及び当年度において提供し

たサービスの対価として稼得した将来給付の見積額を現在価値に割り引いた額から、制度資

産の公正価値を差し引くことによって算定しております。

　割引率は、当社の債務と概ね同じ満期日を有する期末日の優良社債の利回りを使用してお

ります。退職給付に係る負債にかかる計算は、予測単位積増方式により行っております。

　当社は、退職給付に係る負債の再測定を、その他の包括利益で認識し、即時にその他の資

本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。

② 確定拠出制度

　確定拠出制度については、年金制度に対し拠出金を支払っております。拠出金の支払いを

行っている限り、当社グループに追加的な支払債務は発生しません。なお、確定拠出制度の

拠出債務は、従業員がサービスを提供した時点で費用として認識しております。

③ 短期従業員給付

　短期従業員給付は、割引計算は行わず、従業員が関連するサービスを提供した時点で費用

処理しております。当社が従業員から過去に提供された労働の結果として支払うべき現在の

法的もしくは推定的債務を負っており、信頼性のある見積りが可能な場合に、支払われると

見積られる額を負債として認識しております。

(5) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

① 外貨建取引

　外貨建取引は取引日における為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換算しており

ます。期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換

算しております。公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、その公正価値の算

定日における為替レートで機能通貨に再換算しております。

　取得原価に基づいて測定されている非貨幣性項目は、取引日の為替レートを用いて換算し

ております。

　再換算又は決済により発生した換算差額は、その期間の純損益で認識しております。

② 在外営業活動体

　在外営業活動体の資産及び負債は期末日の為替レートで、収益及び費用は連結会計期間中

の為替レートが著しく変動していない限り、月次平均レートで日本円に換算しております。

換算差額はその他の包括利益で認識しております。在外営業活動体が処分され支配を喪失す

る場合には、当該在外営業活動体に関連する累積換算差額を処分した期の損益として認識し

ております。

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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（連結財政状態計算書に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,056百万円

2. 担保に供している資産

営業債権及びその他の債権（売掛金） 319百万円

棚卸資産（製品） 474百万円

有形固定資産（建物） 304百万円

有形固定資産（土地） 641百万円

その他の投資（株式） 6百万円

合計 1,744百万円

3. 資産から直接控除した貸倒引当金

営業債権及びその他の債権から直接控除した貸倒引当金 24百万円

その他の金融資産から直接控除した貸倒引当金 155百万円

4. 当社においては、機動的かつ安定的な資金調達を行うため、シンジケートローンによるコミット

メントライン契約を締結しております。

コミットメントラインの総額 2,140百万円

借入実行残高 2,140百万円

差引残高 －百万円

　なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。

(1) 借入人は、本契約締結日又はそれ以降に終了する借入人の各年度の決算期の末日における借入

人の連結の財政状態計算書（指定国際会計基準により作成されたものをいう。）（但し、借入人

は借入人の各年度の決算期の末日における連結の財政状態計算書を作成する。）における資本合

計の部の金額を「資産合計」の金額で除した数値を、0.1以上にそれぞれ維持することを確約す

る。
(2) 借入人は、本契約締結日又はそれ以降に終了する借入人の各年度の決算期に係る借入人の連結

の損益計算書上の「個別開示項目前営業利益」に「金融収益」を加算し、「金融費用」を控除

し、「持分法による投資損益」を加算し、一過性損益（日本国において一般に公正妥当と認めら

れている会計基準に準じて、特別利益として計上されるもののうち、借入人の連結損益計算書上

において個別開示項目として計上されない金額から、日本国において一般に公正妥当と認められ

ている会計基準に準じて、特別損失として計上されるもののうち、借入人の連結の損益計算書上

において個別開示項目として計上されない金額を控除した金額）（もしあれば）及び2020年３月

に終了する借入人の決算期においては当該決算期に係る借入人の連結の損益計算書上の販売管

理費に計上される事業再生に係るコンサルフィーを控除し、「為替換算調整勘定の変動リスクヘ

ッジに伴う為替損益」を控除した金額に関して、それぞれ負の値としないことを確約する。

－ 8 －



　その他、東京証券取引所市場第一部上場を維持すること等の制限が設けられております。また、

当社所有の不動産の一部及びその他の投資の一部を担保として提供しております。銀行借入の担

保となっている有形固定資産及びその他の投資の帳簿価額は、2020年３月31日現在において951百

万円であります。また、当連結会計期間において前々連結会計年度に行った確定給付企業年金制度

の一部を確定拠出企業年金制度に移管した事による移管金、370百万円を金融機関より借入れてお

ります。当社所有の営業債権及びその他の債権の一部、棚卸資産の一部を担保として提供しており

ます。銀行借入の担保となっている営業債権及びその他の債権、棚卸資産の帳簿価額は、793百万

円であります。

　なお、本契約上の債務以外の債務についての期限の利益を喪失したときには、本契約の期限の利

益も喪失する旨の条項が付されております。
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（連結持分変動計算書に関する注記）

発行済株式に関する事項

当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 28,931,713株
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（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に当社グループ製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らし

て、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産

で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後

述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権及びその他の債権に含まれる受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建の営業債権及び

その他の債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として円転の発生する外貨建

の営業債権及びその他の債権について先物為替予約を利用してヘッジしております。その他

の投資に含まれる株式は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、そ

の一部には、製品や原材料等の輸入に伴う外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されて

いますが、恒常的に同じ外貨建の売掛金残高の範囲内にあります。借入金は、主に運転資金と

設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、このうち一部は変動金利であるため金

利の変動リスクに晒されております。また、営業債務及び借入金は流動性リスクに晒されてお

ります。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権及びその他の債権・営業債務・その他の債務に係る

為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引を行っております。先物為

替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、「債権管理規程」及び「与信管理規程」に従い、営業債権及びその他の

債権について、財務部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期

日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。

　デリバティブ取引は、先物為替予約取引等を行っておりますが、いずれも信用度の高い国

内の金融機関が相手であるため、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほとんどないと

判断しております。

－ 11 －



② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、外貨建の営業債権及びその他の債権・営業債務・その他の債務について、

通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘ

ッジしております。なお、為替相場の状況により、１年を限度として、輸出に係る予定取引

により確実に発生すると見込まれる外貨建の営業債権及びその他の債権に対する先物為替予

約を行っております。管理体制については、取締役会で定められた管理規程に基づき、取締

役会がリスク管理方針を明らかにするとともに取引のリスクの種類と内容について承認を行

っております。また、取引の状況は定期的に経営執行会議にて報告され、状況の変化に応じ

た方針等の再確認を行い、徹底したリスク管理を行っております。

　株式については、定期的に公正価値や発行体の財務状況等を確認しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の公正価値に関する事項についての補足説明

　金融商品の公正価値には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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2. 金融商品の公正価値に関する事項

　当連結会計年度末における帳簿価額、公正価値及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。
（単位：百万円）

帳簿価額（＊） 公正価値（＊） 差額

資産

現金及び現金同等物 1,479 1,479 －

営業債権及びその他の債権 3,218 3,218 －

その他の金融資産 152 152 －

その他の投資 6 6 －

合計 4,855 4,855 －

負債

営業債務及びその他の債務 (880) (880) －

借入金 (2,853) (2,853) －

合計 (3,733) (3,733) －

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

公正価値の算定方法

① 営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

　営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務は、短期間で決済されることから、

公正価値は帳簿価額に近似しております。

② その他の金融資産

　その他の金融資産は、主に敷金及び差入保証金であり、当初認識後に実効金利法による償

却原価で測定しております。

③ その他の投資

　その他の投資は、主に市場性のある有価証券及び非上場有価証券であります。市場性のあ

る有価証券の公正価値は市場価格を用いて算定しております。活発な市場を有しない金融資

産や非上場有価証券の場合には、一定の評価技法等を用いて公正価値を算定します。評価技

法としては、最近における第三者間取引事例、実質的に同等な他の金融商品価格の参照、類

似公開会社比較法等を使用しております。
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④ 借入金

　借入金は、契約ごとの将来キャッシュ・フローから、類似の満期日の借入金に対して適用

される期末借入金利を用いて割り引いた現在価値に基づいて算定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり親会社所有者帰属持分 45円93銭

2. 基本的１株当たり当期利益 0円94銭

（重要な後発事象に関する注記）

重要な後発事象はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

・時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）によっております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブ

　時価法によっております。

(3) たな卸資産

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、市場販売目的ソフトウェアについては、関連製品の販売計画等を勘案した見積販売可

能期間（３年）に、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別にその回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額の当事業年度負担分を計上しており

ます。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。退職給付債務及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであ

ります。
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① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10

年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により算出した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 製品保証引当金

　製品の保証期間内に係るアフターサービスに要する費用の支出に備えるため、過去の支出実

績に基づくアフターサービス費用の今後の支出見込額を計上しております。

(5) 返品調整引当金

　製品の返品による損失に備えるため、過去の返品実績率に基づく返品損失見込額を計上して

おります。

4. 退職給付に係る会計処理の方法

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結計算書

類と異なっております。

5. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(3)連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44

項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基

づいております。
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（貸借対照表等に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,217百万円

2. 担保に供している資産

売掛金 236百万円

製品 375百万円

建物 303百万円

土地 1,070百万円

投資有価証券 6百万円

合計 1,993百万円

3. 受取手形割引高 163百万円

4. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 315百万円

長期金銭債権 45百万円

短期金銭債務 174百万円

5. 当社においては、機動的かつ安定的な資金調達を行うため、シンジケートローンによるコミット

メントライン契約を締結しております。

コミットメントラインの総額 2,140百万円

借入実行残高 2,140百万円

差引残高 －百万円

　なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。

(1) 借入人は、本契約締結日又はそれ以降に終了する借入人の各年度の決算期の末日における借入

人の連結の財政状態計算書（指定国際会計基準により作成されたものをいう。）（但し、借入人

は借入人の各年度の決算期の末日における連結の財政状態計算書を作成する。）における資本合

計の部の金額を「資産合計」の金額で除した数値を、0.1以上にそれぞれ維持することを確約す

る。

(2) 借入人は、本契約締結日又はそれ以降に終了する借入人の各年度の決算期に係る借入人の連結

の損益計算書上の「個別開示項目前営業利益」に「金融収益」を加算し、「金融費用」を控除

し、「持分法による投資損益」を加算し、一過性損益（日本国において一般に公正妥当と認めら

れている会計基準に準じて、特別利益として計上されるもののうち、借入人の連結損益計算書上

において個別開示項目として計上されない金額から、日本国において一般に公正妥当と認められ

ている会計基準に準じて、特別損失として計上されるもののうち、借入人の連結の損益計算書上

において個別開示項目として計上されない金額を控除した金額）（もしあれば）及び2020年３月

に終了する借入人の決算期においては当該決算期に係る借入人の連結の損益計算書上の販売管
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理費に計上される事業再生に係るコンサルフィーを控除し、「為替換算調整勘定の変動リスクヘ

ッジに伴う為替損益」を控除した金額に関して、それぞれ負の値としないことを確約する。

　その他、東京証券取引所市場第一部上場を維持すること等の制限が設けられております。また、

当社所有の不動産の一部及びその他の投資の一部を担保として提供しております。銀行借入の担

保となっている有形固定資産及びその他の投資の帳簿価額は、2020年３月31日現在において1,380

百万円であります。

　また、当事業年度において前々事業年度に行った確定給付企業年金制度の一部を確定拠出企業年

金制度に移管した事による移管金、370百万円を金融機関より借入れております。当社所有の営業

債権及びその他の債権の一部、棚卸資産の一部を担保として提供しております。銀行借入の担保と

なっている営業債権及びその他の債権、棚卸資産の帳簿価額は、612百万円であります。

　なお、本契約上の債務以外の債務についての期限の利益を喪失したときには、本契約の期限の利

益も喪失する旨の条項が付されております。
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（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 2,931百万円

仕入高、販売費及び一般管理費 3,113百万円

営業取引以外の取引高 178百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 122,246株

（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産の発生の主な原因は減価償却限度超過額、子会社株式評価損、退職給付引当金の否

認、繰越欠損金等であり、回収可能性を検討した結果、評価性引当額として全額控除しておりま

す。
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（関連当事者との取引に関する注記）

1. 子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)
（注4）

科目
期末残高
(百万円)

子 会 社

ティアックオーディオ
(チャイナ) CO.,LTD.

直接100％
製品の仕入原材
料を同社に販売

製品の仕入
(注1)

2,218 買掛金 58

ティアック
アメリカ, INC.

直接100％
当社商品を同社
に販売
役員の兼任

借入利息の支払
(注2)

49 短期借入金 2,448

当社商品の販売
(注1)

1,556 売掛金 25

ティアック
マニュファクチャリン
グ
ソリューションズ
株式会社

直接100％
同社が製造する
製品の仕入
役員の兼任

不動産賃借料の
受取(注3)

29 未収入金 5

資金の借入
(注2)
資金の返済
(注2)

106

7
短期借入金 149

ティアック
オンキヨー
ソリューションズ
株式会社

直接80％
情報技術サービ
スの提供
役員の兼任

資金の借入
(注2)
資金の返済
(注2)

72

182
短期借入金 402

ティアック
カスタマー
ソリューションズ
株式会社

直接100％
当社商品の修理
サービスの提供
役員の兼任

不動産賃借料の
受取(注3)

26 未収入金 1

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 売上、仕入に関しては、各社から提示された原価を検討の上、決定しております。

2. 資金の貸付、借入については、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。
3. 不動産賃借料の受取については、近隣の不動産賃借料を勘案して合理的に決定しておりま

す。
4. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず表示しております。期末残高には消費

税等を含めております。

2. 親会社に関する情報

Gibson Brands, Inc.(非上場)

Gibson Holdings, Inc.(非上場)

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 119円62銭

2. １株当たり当期純損失 0円24銭

（重要な後発事象に関する注記）

重要な後発事象はありません。
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